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我が国の森林・林業は、戦後の高度経済成長に伴う需要の増大等により木材価格が

右肩上がりに推移しましたが、昭和55年をピークに、木材需要の低迷や輸入材との

競合、プラザ合意等による木材価格の下落が続き、また、バブル崩壊・リーマン

ショックなど経済に大きな影響を及ぼす出来事や、阪神淡路大震災等による建築様式

のニーズの変化など、低迷状態から脱却できないまま現在に至っております。一方

で、近年の地球温暖化による災害の激甚化・多発化が続き、地球環境はもとより地域

の自然環境を守るため、森林を再生させることが急務となっています。中山間地域の

活性化のためにも林業振興を進めていかなければなりません。この間、当組合では昭

和59年に地域林業推進と組合経営の安定化を進めるため、5ケ年を1期とした刷新計

画の策定を図り、第７期計画（平成27年度～31年度）までの間、国・県の林業施策

を基に地域林業の推進を進めてまいりました。

このような中、森林・林業を取り巻く情勢はかつてないほど大きく変化しつつあり

ます。林政におきましても、森林経営管理制度がスタートし、その財源となる森林環

境譲与税の導入や防災・減災・国土強靭化対策予算確保、さらには森林組合の経営基

盤強化等のための森林組合法一部改正など、新しい風が吹いております。また、人工

林が利用期を迎えたことを背景に、間伐等の保育から資源の循環利用（皆伐・再造

林）への転換を基本的な方針とし、少子高齢化に伴う現場技能者対策や山元への利益

還元を目指し、生産性や安全性の向上のため、林業イノベーションによるスマート林

業の実現に向けた支援策が講じられております。またコロナ禍での働き方の変容等に

よる木材価格の急騰（第三次ウッドショック）により、日本の木材業界が抱える構造

的問題が顕在化した側面もあり一得一失の感がありますが、このたび当組合としまし

ても、第8期中長期事業推進計画を策定し組合員サービスの向上や現場技能者の待遇

改善、安全対策、組合組織の経営基盤の強化などのスローガンを掲げ、持続可能な林

業経営に取り組むこととしております。


